
企業収益・設備投資の動向

（備考）左図：１．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。 右図：１．日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。

２．2010 年度からリース会計対応ベース。
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○2010年度の設備投資は

製造業、非製造業ともに増加となった見込み
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○2010年度の経常利益は

製造業、非製造業ともに増益となった見込み

上期 下期
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経常利益（日銀短観３月調査） 設備投資（日銀短観３月調査）
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公共投資・倒産の動向

（備考）東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」により作成。
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倒産件数

（備考）右上図：東京商工リサーチ「倒産月報」により作成。太線は後方３カ月移動平均。
右下図：日本政策金融公庫「中小企業景況調査」

日本商工会議所「商工会議所LOBO（早期景気観測）」により作成。

○倒産件数はおおむね横ばい○公共投資は総じて低調に推移
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○中小企業の資金繰りは震災後悪化
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日本政策金融公庫調査

（回答時点：３月11日）

※中小企業601社

商工会議所調査

（目盛右）

（調査時点

：３月16日～23日）

※中小企業2,688社



○マンション在庫率は低下傾向
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住宅の動向

○住宅建設は持ち直している
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（年）

（月）

利用関係別着工戸数

持家

31.3万戸

貸家

31.2万戸

(7.5％)

総戸数

（目盛右）

（万戸） （万戸） 2月

年率戸数

共同建分譲

10.0万戸

(▲11.0％)

総戸数

87.2万戸

(3.0％)

共同建分譲 戸建分譲

12.0万戸

(5.9％)

(備考）
左 図：国土交通省「建築着工統計」により作成。年率季節調整値。
右上図：各社ホームページ資料により作成。
右下図：１．㈱不動産経済研究所「首都圏のマンション市場動向」により作成。

２．販売在庫数とは、月末時点で販売中の全戸数。総販売戸数とは、
当該月中の新規発売戸数と前月から繰り越された在庫戸数のうち、
契約された戸数。図は、後方３ヶ月移動平均。

３．在庫率とは、販売在庫数の総販売戸数に対する比。
４．首都圏とは、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県。
５．シャドー部分は景気後退局面。

○戸建住宅の受注は回復傾向
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物価の動向
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（指数）

輸入物価（円ベース、目盛右）

国内企業物価

企業物価の推移（2005年＝100） （指数）

２月
（国内）：前月比 0.2％

前年比 1.7％
（輸入）：前月比 1.6％

前年比 7.6％

○国内企業物価は上昇
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（月）
（年）

（季節調整済指数）

生鮮食品を除く総合（コア）

石油製品、その他特殊要因を
除く総合（コアコア）

消費者物価の推移（2005年＝100）

２月
コア： 前月比 0.0％

前年比 ▲0.3％
コアコア：前月比 0.0％

前年比 ▲0.4％

○消費者物価は下落テンポが緩やかに

（備考）１．日本銀行「企業物価指数」、総務省「消費者物価指数」、日経ＮＥＥＤＳ、石油情報センター、東京電力ホームページにより作成。
２．国内企業物価は、夏季電力料金調整後の系列。
３．銅、すずはロンドン金属取引所の先物、原油はドバイ原油、小麦はシカゴ商品取引所の先物（期近）の価格。
４．「石油製品、その他特殊要因を除く総合」（コアコア）は、「生鮮食品を除く総合」（コア）から石油製品、電気代、都市ガス代、米類、鶏卵、切り花、
診療代、固定電話通信料、介護料、たばこ、公立高校授業料、私立高校授業料を除いたもの。

５．ガソリン価格はレギュラーガソリンの週次価格。電気料金は東京電力管内の一般家庭への燃料費調整による影響額。
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（2009年１月第１週＝100）国際商品価格の推移
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（2010年末からの変化、円）
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○ガソリン価格、電気料金は上昇



  

　

アジア経済①：中国
○中国では、景気は内需を中心に拡大している。
○先行きについては、拡大傾向が続くと見込まれる。ただし、不動産価格や物価の動向に留意する必要がある。
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（備考）1．中国国家統計局より作成。

2．11年1月11日、09年暦年の成長率の改定値が発表されたが（改定前は9.1％）、
需要項目別寄与度については未公表のため、改定前の数値。

○実質ＧＤＰ成長率：やや上昇
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消費者物価上昇率（総合）

消費者物価上昇率（コア）
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（前年比、％）

消費者物価上昇率（食品）

○物価：消費者物価上昇率は高まっている

（備考）1．中国国家統計局より作成。

2．コア消費者物価は、総合から食品とエネルギーを除いたもの。

（備考）1．中国国家統計局より作成。

2．価格水準は06年１月を100として指数化。

3. 11年１月に基準改定があったため、厳密には11年１月前後で接続しない。

なお、全国70都市の平均価格は11年１月からは公表されないこととなった。

○不動産価格：新築住宅販売価格は再び上昇

（備考）1．中国人民銀行より作成。

2．日付は政策金利の引上げ発表日。
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○政策金利：４回引上げ
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10年４月、９月、11年１月：不動産価格抑制策実施
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韓国
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マレーシア

シンガポール

アジア経済②：その他アジア
○その他アジア地域では、総じて景気は回復している。

○先行きについては、 回復傾向が続くと見込まれる。ただし、欧米向け輸出の動向や物価上昇によるリスクに留意する必要がある。

○政策金利：引上げ基調

（備考）1．各国・地域統計より作成。
2．韓国とタイはインフレ目標を採用しており、韓国ではＣＰＩ総合で3±1％、タイではコア
ＣＰＩで0.5～3.0％となっている（タイの3月のコアＣＰＩ上昇率は1.6％）。

○消費者物価上昇率：エネルギー価格等の上昇により

総じて高まっている

○製造業購買担当者指数（ＰＭＩ）：

韓国・台湾は３月（震災後調査）も堅調に推移
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○実質ＧＤＰ成長率：堅調

（備考）各国・地域統計より作成。

（備考）1．マークイット社より作成。
2．50より高ければ、「改善/増加」と回答した企業の割合が多いことを表す。
3．11年３月の調査は、３月中旬に収集されたデータを基準に回答されており、
震災の影響が含まれている。

（備考）1．各国統計より作成。
2. 日付は政策金利の引上げ発表日。
3．韓国は７日物レポ金利、台湾は中央銀行再割引率、
タイは翌日物レポ金利、マレーシアは翌日物金利。

4. マレーシアは、３月11日に預金準備率を１％ポイント引上げを発表。

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2008 09 10 11

韓国

台湾

改善/増加

悪化/減少

（ポイント）

日本

0

1

2

3

4

5

6

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3

2008 09 10 11

（期末値、％）

（月）

（年）

マレーシア

2.75 
2.50

1.75 

韓国

台湾

タイ
3.00 

３月10日

３月９日

３月31日



○雇用：雇用者数は増加しているが、失業率は高い水準

アメリカ経済
○失業率が高水準であるものの、景気は回復している。
○先行きについては、回復が続くと見込まれる。ただし、信用収縮や高い失業率が継続すること等により、景気が下振れするリスクがある。

5.0
3.7
1.7 2.6

3.1

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

2007 08 09 10

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

（備考）アメリカ商務省より作成。

民間設備投資
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（前期比年率、％）

個人消費

実質ＧＤＰ成長率
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政府支出

○ＧＤＰ（第三次推計値）：2010年10～12月期は
前期比年率3.1％成長
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（備考）アメリカ労働省より作成。雇用者数は非農業部門。

３月：＋21.6万人

雇用者数
（前月差、折れ線）

失業率
（右目盛）

（％）（前月差、万人）

民間部門雇用者数
（前月差）

政府部門雇用者数
（前月差）

３月 8.8％08～09年の雇用者数増減：
▲866.3万人

10年以降の雇用者数増減：
＋141.8万人
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○物価：エネルギー価格等は上昇しているものの、
コア物価上昇率は安定

（備考）1．アメリカ労働省、商務省より作成。
2．コア指数は、総合指数からエネルギーと食料を除いた指数である。

ＰＣＥコア
+0.9％(11年２月)

ＣＰＩコア
+1.1％(11年２月)

ＣＰＩ総合
+2.1％(11年２月)

（月）
（年）

（前年同月比、％） （前年同月比、％）

エネルギー価格：+11.0％（11年２月）
食品価格 ：+ 2.3％（11年２月）

○連邦政府財政をめぐる最近の動向

１．2011会計年度予算（10年10月～11年９月）をめぐる動き
●10年10月より新会計年度に移行しているが、歳出法案が未成立。
●暫定予算の期限当日である４月８日、民主・共和両党は11年度予算の残る
期間について政府予算案の大幅な歳出削減を行うことで合意。

●これを受けて、同日、上下両院で４月15日を期限とする暫定予算案が可決
され、政府閉鎖を回避。当該合意を反映した予算が15日までに成立する
見通し。

２．連邦債務の法定上限の引上げをめぐる動き
●ガイトナー財務長官は、１月６日、議会指導部に対し連邦政府債務残高の
法定上限の引上げを要請。

●債務残高は、５月16日には法定上限（14兆2,900億ドル）に達する見通し。
財務省による特別措置を講じた場合でも、７月８日には上限に達する見通し。

●仮に債務上限が引き上げられない場合は、「米国債がデフォルトに陥る
リスク」。（ガイトナー財務長官からリード上院院内総務あて書簡）



　　

　　

ヨーロッパ経済
○ヨーロッパ地域では、景気は総じて持ち直しているものの、国ごとのばらつきが大きい。ドイツでは回復している。英国では足踏み状態にある。
○先行きについては、基調としては緩やかに持ち直していくと見込まれる。ただし、各国の財政緊縮による影響に留意する必要があるほか、一部の国々に
おける財政の先行き不安を背景に金融システムに対する懸念があること、高い失業率が継続すること等により、景気が低迷するリスクがある。
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英国 10年４Ｑ ▲1.9％

○ＧＤＰ ユーロ圏：持ち直し（ドイツ：回復）
英 国：足踏み状態

○物価:エネルギー価格等の上昇により、
消費者物価上昇率は上昇

○ポルトガル政府がＥＵに対し支援を要請
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(年)

(月)
(年)
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＜ユーロ圏＞
エネルギー価格
前年同月比 ２月：＋13.1％
食品価格
前年同月比 ２月：＋ 2.0％

（備考）1．ユーロスタット、英国統計局より作成。
2．ECBのインフレ参照値は2％を下回りかつ2％近傍。BOEのインフレ目標は2％。
3．コア消費者物価は、総合からエネルギー、生鮮食品を除いたもの。

英国（コア）

2月 3.8％

ユーロ圏

（コア）

2月 1.1％

フランス

(コア）

2月 0.7％

ドイツ（コア）

2月 0.9％

ユーロ圏

（総合）

3月 2.6％

英国（総合）

2月 4.4％

（前年同月比、％）

（備考)ユーロスタット、ドイツ連邦統計局、INSEE（仏国立統計経済研究所）、英国統計局

より作成。

〇政策金利 ユーロ圏：ＥＣＢ理事会は0.25％の利上げ［1.25％］
英 国：ＢＯＥ金融政策委員会は据置き［0.5％］
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ＥＣＢ（欧州中央銀行）

（月）

（年）

ＢＯＥ（イングランド銀行） ＜ＥＣＢ＞

09年7月～10年6月 カバード・ボンドの

買取

10年5月～ 機能不全に陥った国債及び

社債の流通市場への介入

を行うことを決定

＜ＢＯＥ＞

09年2月～ CPの買取開始

09年3月～ 中長期国債、社債の買取開始

10年2月～ 買取規模（2,000億ポンド）を

維持（1月末で既に到達）

ECB
4月7日
1.25％

（備考）1．欧州中央銀行（ＥＣＢ）、イングランド銀行（ＢＯＥ）より作成。
2. なお、スウェーデン中央銀行は2010年７月から５回、ノルウェー中央銀行
は2009年10月から３回、利上げを行っている。

（％）

BOE
4月7日
0.5％

３月２３日 ポルトガル議会が財政再建策を否決。

ソクラテス首相は辞任を表明。

３月２４日 格付機関は、ポルトガルの国債を相次いで格下げ。

ムーディーズ ： 「Ａ３」 → 「Ｂａａ１」

４月 ５日 Ｓ＆Ｐ ： 「Ａ－」 → 「ＢＢＢ」 → 「ＢＢＢ－」

フィッチ ： 「Ａ＋」 → 「Ａ－」 → 「ＢＢＢ－」

４月 ６日 ポルトガル政府は、ＥＵに対し支援を要請。

〜



アジア経済 アメリカ経済

　　

　

ヨーロッパ経済

　 〇自動車

Ａ社：３月24日、一時帰休措置（３月31日に正常化）

ディーゼルエンジンの生産が最大60％減少する見込み

Ｂ社：３月21日～22日、ドイツの工場を稼働停止

３月21日、スペインの工場を稼働停止

Ｃ社：４月11日以降は生産を停止する可能性

〇通信機器

Ａ社：日本製の部品を使用した製品に供給不足が生じる見込み

Ｂ社：サプライチェーンに影響が発生

〇再保険

Ａ社：震災による支払い請求額は12億ドル

Ｂ社：震災による支払い請求額は1.85億ユーロ

Ｃ社：震災による支払い請求額は15億ユーロに上る見通し

○自動車

米系Ａ社：３月21～27日の間、ルイジアナ州の工場の操業を停止。

ニューヨーク州のエンジン工場で従業員のレイオフ（一時帰休）

を実施。

米系Ｂ社：４月４日から５日間、ケンタッキー州の工場の操業を停止。

また、日本製塗料の不足により、一部車種の新規受注を停止。

日系Ａ社：北米13工場で、４月下旬までに４～５日間の操業停止。

日系Ｂ社：４月末までに、米国にある３工場の操業を６日間停止。

メキシコの２工場の操業も５日間停止。

日系Ｃ社：米国とカナダにある６工場の操業時間を短縮。

○電子機械

Ａ社：多機能端末の生産に影響が出る可能性を示唆。

○その他

米系航空Ａ社：４月６～25日の間、日米間１日２便の運航を取りやめ。
米系航空Ｂ社：５月までに日本発着便の輸送能力を最大で２割削減。

今年の収益見通しを引下げ。

宝飾品Ａ社：今年の収益見通しを引下げ。

大震災の世界経済への影響

〇自動車

中国

Ａ社：一部工場において、生産を３分の１以下に減産。

インド

Ａ社：５月から生産縮小。

Ｂ社：５月頃から部品の欠品が生じる可能性あり。

韓国

Ａ社：３月中旬から平日の残業や週末勤務を停止。４月から、

一部工場において生産台数を20％減産。

Ｂ社：一部工場において操業時間を短縮。
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シンガポール
台湾

タイ

マレーシア

（％）

（％）

インド

（備考） ＩＭＦ及び財務省統計により作成。

日本・アジア間の貿易（2010年、各国ＧＤＰ比）



農産物価格
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(

(備考）ブルームバーグより作成。

10年７月、ロシア
記録的猛暑による
干ばつ被害

10年12月、オーストラリア
豪雨による洪水被害

４月11日
小麦：
8.3ドル

４月11日
トウモロコシ
（右目盛）：
7.8ドル

(ドル/ブッシェル)
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ＷＴＩ

北海ブレント

ドバイ

(ドル/バレル)

(月）
(年）

４月11日
北海ブレント：
123.92ドル

(ドル/ブッシェル)

４月11日
大豆：
13.8ドル

４月11日
ＷＴＩ:
109.92ドル

(月）
(年）

商品市場

原油価格

４月11日
ドバイ：
118.27ドル
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為替・株式市場

（日）
（月）

（2011年２月28日＝100）

日本（日経平均）

ドイツ
（ＤＡＸ）アメリカ

（ＮＹダウ）

中国
（上海総合）

英国（ＦＴ）

韓国（韓国総合）

（備考）ブルームバーグより作成。

株式市場（３月）

（日）
（月）

（対ドルレート、
2011年２月28日＝100）

円

ユーロ

人民元

ポンド

（備考）ブルームバーグより作成。

為替市場（３月）

ウォン

（対ドルレート、
2011年２月28日＝100）

為替市場（４月）

（日）
（月）

円

ユーロ

人民元

ポンド

ウォン

日本（日経平均）

ドイツ
（ＤＡＸ）

アメリカ
（ＮＹダウ）

中国
（上海総合）

英国（ＦＴ）

韓国（韓国総合）

株式市場（４月）

（日）
（月）

（2011年２月28日＝100）

ドル高
各国通貨安

ドル安
各国通貨高

ドル高
各国通貨安

ドル安
各国通貨高


